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障害年金不支給の割合が倍増
今，制度の在り方 が問われている
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　2025 年４月 28 日，2024 年度に障害年金が
不支給と判定された人の割合が，2023 年度の
２倍以上に急増し，約３万人に上るという共同
通信の報道があった．障害年金は，病気やけが
によって生活や仕事などが制限をされるように
なった場合に，生活保障の１つとして支給され
る公的年金である．障害年金を継続して受給す
るためには，１～５年ごとに障害の状態を確認
する手続きがある．報道によると，障害年金の
等級を判定する判定医の判断を，日本年金機構
障害年金センターの一部の職員が誘導している
可能性があるという．ある日突然，障害年金が
支給停止になった約３万もの人たちの生活はど
うなっているのだろうか．複数の障害者団体が

「看過できない」「制度への信頼を大きく揺るが
す」と疑念や不安の声明を発表した．国会でも
取り上げられ，福岡厚生労働大臣は実態把握に
向けて調査し，結果を公表すると表明している．
　やどかりの里では，2013 年に，障害年金を
受給していない登録者の生活実態に関するア
ンケート調査を行った（「響き合う街で」69 号，
73 号，74 号参照）．当時の登録者 319 名のう
ち，119 名が障害年金を受給していない状況
で，そのうち，80 名にインタビュー形式でア
ンケート調査を行った．生活保護を受けてい
ない人（63％）のうち，72％が家族同居で，
77％が親または兄弟からの援助を受けて生活
していた．そして「親の援助だから負い目を
感じる」「親亡き後，自力で生計を立ててい
けるか」などの不安を抱えていた．

　また，「本当に困っている人が使えるよう
に，漏れのない制度にしてほしい」「障害年
金制度を知らなかった．周知をして欲しかっ
た」「生活保護ではなくて障害年金で暮らし
たい」「診断名ではなく，その人の状態にあ
わせた決定をしてほしい」「きちんとした所
得保障制度を作ってほしい」など，所得保障
制度への切実な要望もあった．国連障害者権
利委員会の総括所見（2022 年）でも，障害年
金の支給額について障害者団体と協議するよ
う勧告されている．
　障害年金は，設定の仕組みやその支給水準
に大きな課題を抱えているが，障害のある人
にとって，生活や人生を支える重要な経済基
盤である．それをあいまいな認定基準の中で，
恣意的に操作されているとしたら，座視でき
ない．
　年金制度は５年ごとに見直しがされる．障
害年金法研究会から 2025 年年金制度改革へ
の提言書を提出するなどの動きもあったが，
2025 年度の改正については，十分な議論がな
されず，先送りになっている．しかし，５年
後の改正を待っていていいのか．
　やどかりの里としては，他団体との学習や
運動の機会に積極的に参加して問題意識を深
め，実情を把握し，障害のある人の所得保障
のひとつとして，１日も早く成人期の障害の
ある人が親からの独立が可能となる障害年金
制度の確立を目指した取り組みを進めていき
たい．　　　　  　　　　　　　（鈴木　裕貴）


